
〇上板町老朽危険空き家除却支援事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，災害等により倒壊する恐れのある老朽化して危険な空き家住宅（以下「老

朽危険空き家」という。）の除却を促進し，町民の安全と安心の確保を図るため，上板町内に

在る老朽危険空き家の除却費用の一部に対し，予算の範囲内で補助金を交付することについて，

社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日付け国官会第２３１７号）及び小規

模住宅地区等改良事業制度要綱（平成９年４月１日付け建設省住整発第４６号）に定めるもの

のほか，必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義については，それぞれ当該各号に定めるもののほか，制度

要綱の定めるところによる。 

(1) 補助事業 

上板町がこの要綱に基づき，上板町内に在る老朽危険空き家の除去に対して補助を行うこ

とをいう。 

(2) 所有者 

  次の者をいう。 

ア 空き家住宅を所有する者 

イ その他町長がアに掲げる者と同等と認める者 

 (3) 空き家住宅 

  補助事業を実施しようとする際に使用されておらず，かつ，今後も居住の用に供される見

込みのない住宅をいう。ただし，建て替えを前提とする一時的転居により使用されていない

状態の住宅を除く。 

 (4) 老朽危険空き家 

空き家住宅で，次の要件を満たすものをいう。 

ア 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第４項に規定する不良住宅で，住

宅地区改良法施行規則第１条第１項各号に掲げる住宅の区分に応じ当該各号に定める別

表において，構造一般の程度，構造の腐朽又は破損の程度及び防災上又は避難上の構造

の程度の評点の合計が１００点以上であるもの。 

イ 倒壊すれば接面道路等を閉塞し，避難・救助活動に支障をきたす恐れがあるもの又は

隣接住宅等へ被害を及ぼす恐れが高いと認められるもの。 

ウ 町長が，倒壊の危険性がある老朽危険空き家として是正指導したもの。 

  (5) 空き家判定業務 

とくしま地方創生空き家判定マニュアルに基づき，町長の依頼により委託機関から派遣さ

れた空き家判定士が実施する空き家判定をいう。 

(6) 空き家判定士 

とくしま地方創生空き家判定士登録要綱に基づき，とくしま地方創生空き家判定士として

徳島県に登録された者をいう。 

(7) 委託機関 

空き家判定士の派遣等の業務を上板町と委託契約した団体をいう。 

 (8) 施工者 

   建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建設業者，及び建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年５月３１日法律第１０４号）第２１条第

１項による登録を受けた解体工事業者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，老朽危険空き家の所有

者で，町税等(町民税，固定資産税，軽自動車税，国民健康保険税，介護保険料，水道料金，町

の各種融資の償還金及び各種公共施設使用料等，町又は関係機関への納入を要するもの。)の滞

納がない者及びその他町長が補助対象者として適さない事項の該当者でないと認める者とする。 



２ 町民の安全と安心の確保を図るためやむを得ないと町長が認める場合に限り，前項への該当

の如何にかかわらず補助対象者となり得るものとする。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助事業の対象となる経費，要件，補助額等は，別表１に定めるとおりとする。 

２ 補助対象外経費は，次の各号に掲げる経費とする。 

(1) この要綱以外の補助制度を利用する場合で，当該補助制度で重複計上が認められない経費 

(2) 前号に掲げるもののほか，補助対象経費として認められない経費 

（空き家判定業務の申込み） 

第５条 申請者は，空き家判定業務の申込みをしようとするときは，別表２に掲げる書類を町長

に提出しなければならない。 

（空き家判定業務の選定等） 

第６条 町長は，前条の申込みがあったときは，当該申込みに係る書類等を検査及び必要に応じ

て関係機関への照会，現地調査等により申込み内容を審査し，空き家判定業務を実施するかど

うかを決定し，空き家判定業務選定結果通知書（様式第３号）の交付をもって申請者に通知す

るものとする。 

（空き家判定業務の実施） 

第７条 町長は，前条の空き家判定業務選定結果を通知したときは，委託機関に空き家判定士の

派遣を依頼できるものとする。 

２ 空き家判定士は，派遣依頼があった空き家住宅へ訪問し，空き家判定業務を実施する。 

３ 委託機関は，空き家判定士が実施した空き家判定業務結果の書類を審査した後，その業務結

果を町長に報告するものとし，申請者に対し，空き家判定士を通じて業務結果を報告するもの

とする。 

（補助金の交付申請等） 

第８条 申請者は，補助金の交付申請をしようとするときは，事業着手前に別表２に掲げる書類

を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の補助金の交付申請をする場合には，当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち，消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）の規定により，仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び

当該金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額し

て交付申請しなければならない。ただし，申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものについては，この限りでない。 

（補助金の交付決定等） 

第９条 町長は，前条の申請があったときは，当該申請に係る書類等の検査及び必要に応じて関

係機関への照会，現地調査等により申請内容を審査し，適当と認めたものについて補助金の交

付を決定し，上板町老朽危険空き家除却支援事業補助金交付決定通知書（様式第６号）の交付

をもって申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付条件） 

第１０条 町長は，必要があると認めるときは，補助金の交付の目的を達成するために必要な条

件を付するものとする。 

（事業の着手） 

第１１条 補助事業の着手は，補助金の交付決定通知後に行わなければならない。 

（軽微な変更） 

第１２条 軽微な変更は，別表１に掲げるもの以外とする。 

（変更等の承認の申請） 

第１３条 申請者は，補助金交付決定後において，別表１に掲げる変更，中止又は廃止の承認を

受けようとするときは，別表２に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

（変更等の承認等） 

第１４条 町長は，前条の申請があったときは，当該申請に係る書類等を審査及び必要に応じて

関係機関への照会，現地調査等により申請内容を審査し，適当と認めたものについて申請内容

の変更等を承認し，上板町老朽危険空き家除却支援事業変更（中止・廃止）承認通知書（様式



第８号）の交付をもって申請者に通知するものとする。 

 （状況報告） 

第１５条 申請者は，町長が必要と認めた場合は，別に定めるところにより補助事業遂行状況報

告書（様式第９号）を作成し，町長に提出しなければならない。 

（実績報告書等） 

第１６条 申請者は，補助事業が完了したとき又は中止若しくは廃止の承認を受けたときは，別

表２に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の報告は補助事業の完了の日又は中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して３０

日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の２月末日のいずれか早い期日までにし

なければならない。 

３ 申請者は，補助事業の完了に係る別表２に掲げる書類の提出に当たり，消費税等仕入控除税

額が明らかになった場合には，その金額（第８条第２項の規定により補助金の交付申請時にお

いて，補助金に係る消費税等仕入控除税額を補助金所要額から減額した場合にあっては，その

金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を補助金の額から減額して提出しなければならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１７条 町長は，前条に規定する実績報告書を受理したときは，添付書類等の確認及び現地調

査等により工事内容を検査し，報告書の内容の審査を行い，当該事業の成果が交付決定の内容

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，上板町老

朽危険空き家除却支援事業補助金交付確定通知書（様式第１２号）の交付をもって通知する。 

（補助金の請求） 

第１８条 申請者は，前条の額の確定通知を受けた後，補助金の交付を受けようとするときは，

別表２に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

２ 申請者は，補助金の受領について除却工事の施工者に委任（以下「受領委任」という。）する

ことができるものとし，受領委任するときは別表２に掲げる書類を町長に提出しなければなら

ない。 

（補助金の支払） 

第１９条 町長は，前条による書類を受理した後に，申請者に対して補助金を支払うものとする。 

２ 受領委任により補助金の支払いをしたときは，申請者に補助金を支払いしたものとみなす。 

 （補助金に係る消費税等仕入控除税額の報告等） 

第２０条 申請者は，実績報告書を提出した後において，消費税及び地方消費税の申告により消

費税等仕入控除税額が確定した場合には，その金額（第１６条第３項の規定により減額した場

合にあっては，その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を別表２に掲げる書類により速

やかに町長に報告しなければならない。 

２ 町長は，前項の報告があった場合で，補助金返還に相当する場合は，申請者に対し当該消費

税等仕入控除税額相当額の補助金の全部又は一部の返還を請求するものとし，返還請求を受け

た申請者は，返還請求を受けた額について速やかに町に返還しなければならない。 

（帳簿等） 

第２１条 申請者は，当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，かつ，当該

収入及び支出についての証拠書類を整理保管しておかなければならない。 

２ 帳簿及び証拠書類の保管の期間は，補助事業の完了の日又は廃止の承認を受けた日の属する

年度の翌年度から起算して５年間とする。 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，町長が別に定める。 

附 則 

この訓令は，公布の日から施行する。 

 

  



別表１（第４条，第１２条関係） 

事業者 対象経費 要件 
補助率及び 

補助額 

軽微な変更以外

のもの 
経費の

配分の

変更 

事業の

内容の

変更 
所有者 老朽危険空き家の除却に要

する経費（ただし，徳島県

内の施工者が施工するもの

に限り，かつ上板町内の施

工者を優先する。） 

空き家判定士が空き家判

定業務（除却タイプの２

次調査）を行ったもの 

国事業の補助対象である老朽危

険空き家の除却工事費及び除却

により通常生ずる損失の補償費

の合計額の５分の４以内かつ

上限８０万円 

（ただし，補助金の額に

1,000 円未満の端数が生じる

ときはこれを切り捨てるも

のとする。） 

 補助金

申請額

に変更

がある

とき 

 

別表２（第５条，第８条，第１３条，第１６条，第１８条，第２０条） 
提出時期 町長が定める書類 

空き家判定業務の 

申込み時 

・空き家判定業務申込書（様式第１号） 

・建物概要書（様式第２号） 

・建物の付近見取り図（案内図） 

・建物及び土地（敷地）の所有者が確認できる書類 

 ※登記事項証明書，土地家屋名寄帳，その他所有権の証明に必要と認める書類 

・その他必要と認める書類 

 ※例：建物及び土地（敷地）所有者の同意書等（申請者と所有者が異なる場合） 

補助金交付申請時 

・補助金交付申請書（様式第４号） 

・建物概要書（様式第２号） 

・建物の付近見取り図（案内図） 

・建物及び土地（敷地）の所有者が確認できる書類 

※登記事項証明書，土地家屋名寄帳，その他所有権の証明に必要と認める書類 

・事業計画書（様式第５号） 

・見積書（補助対象経費と補助対象外経費の内訳が確認できるもの） 

・建物の現況写真（全景及び工事予定箇所） 

・空き家判定結果報告書の写し 

・その他必要と認める書類 

 ※例：建物及び土地（敷地）所有者の同意書等（申請者と所有者が異なる場合） 

補助金交付の変更等承

認申請時 

・補助金交付変更（中止・廃止）承認申請書（様式第７号） 

・提出書類のうち変更のあるもの 

実績報告時 

・実績報告書（様式第１０号） 

・補助金精算書（様式第１１号） 

・工事代金請求書の写し 

 ※補助対象経費と補助対象外経費の内訳が確認できるもの 

※受領委任有りの場合は，総工事代金から受領委任額（＝交付決定補助金額）を差し引いた 

金額の請求書の写し（総工事代金・受領委任額・請求金額が確認できるもの） 

・工事代金領収書の写し 

 ※受領委任有りの場合は，総工事代金から受領委任額を差し引いた金額の領収書の写し 

（総工事代金・受領委任額・領収金額が確認できるもの） 

・工事写真（着手前から完了までの写真） 

・産業廃棄物管理票（マニフェストＥ票） 

・その他必要と認める書類 

補助金請求時 
・補助金請求書（受領委任無し：様式第１３号、受領委任有り：様式第１４号） 

・補助金交付確定通知書の写し 

消費税等仕入控除税額

の報告時 

・消費税等仕入控除税額報告書（様式第１５号） 

・補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

・その他必要と認める書類 

 


